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会社の体制及び方針

Ⅰ. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は、会社法第362条第４項第６号ならびに会社法施行規則第100条第１

項及び第３項に定める体制（内部統制システム）の整備に関する基本方針に

ついて、2015年６月５日開催の取締役会において内容の一部改定を決議して

おり、その概要は以下のとおりであります。

１. 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

(1) コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス・ポリシー

（企業行動憲章）を定め、それを子会社を含めた全役職員に周知徹底

させる。

(2) 社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライア

ンス・プログラムを策定し、それを実施する。

(3) 「コンプライアンス基本規程」及び「コンプライアンス・マニュア

ル」を制定し、全役職員に対し、コンプライアンスに関する研修を行

うことにより、コンプライアンスの知識を高め、コンプライアンスを

尊重する意識を醸成する。

(4) 全役職員が、当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに

関する重要な事実を発見した場合の社内報告体制として、コンプライ

アンス・ホットライン（内部通報制度）を構築し、運用する。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の意思決定または取締役に対する報告に関しては、文書の作成、

保存及び廃棄に関する「文書取扱規程」に基づき行うものとする。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 当社及び子会社の経営に重大な影響を及ぼすリスクについては、「リ

スク管理規程」及びそれに付帯するマニュアル等に従い対応し、必要

に応じて研修等を行うものとする。また、新たに生じたリスクについ

ては、速やかに対応責任者となる取締役を定める。

(2) 組織横断的リスク状況の監視は内部監査室が行い、全社的対応はＩＲ

経営企画室が行うものとする。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の

基礎として、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適
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宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重

要事項については、事前に経営会議において議論を行い、その審議を

経て執行決定を行うものとする。

(2) 取締役会の決定に基づく業務執行については､ 「組織および分掌規

程」､ 「職制規程」及び「職務権限規程」において、それぞれの責任

者及びその責任、執行手続きの詳細について定める。

(3) 取締役会により承認された中期経営計画及び年度利益計画に基づき､ 

各部門の具体的な年度目標及び予算を設定し、それに基づく月次、四

半期、半期、年間業績の管理を行うものとする。

５. 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

(1) グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ会社全て

に通用する行動指針として、グループ・コンプライアンス・ポリシー

を定め、これを基礎として、グループ各社は定められた諸規程により

運営するものとする。

経営管理については、「関係会社管理規程」により、当社への決裁・

報告制度による子会社経営の管理を行うものとし、定期的に内部監査

室がモニタリングを行うものとする。

取締役は、グループ全社において、法令違反その他コンプライアンス

に関する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告するものとす

る。

(2) 子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その

他、コンプライアンス上問題があると認めた場合には監査役に報告す

るものとする。

監査役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができる

ものとする。

(3) 当社は、「リスク管理規程」に基づき、子会社の経営上の重要事項、

業務執行状況及び財務状況等について審議できるよう、子会社からの

定期的な報告を義務付ける。

(4) 内部監査室は、定期的に子会社の監査を実施し、当社の社長及び監査

役等に報告するものとする。
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６. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性

の確保に関する事項

監査役は、内部監査室所属の社員に事務局として監査業務に必要な事項

を命令することができる。

内部監査室は監査役会との協議により監査役の要望した事項の内部監査

を実施し、その結果を監査役会に報告する。

７. 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制そ

の他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われ

ることを確保するための体制

(1) 当社及び子会社の取締役または使用人は、監査役会に対して、法定の

事項に加え、全社的に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況

を速やかに報告する。

報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、取締役

と監査役会との協議により決定する。

(2) 監査役会は、社長、監査法人及び内部監査室とそれぞれ定期的に意見

交換会を開催する。

８. 上記７．の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを受けないことを確保するための体制

当社は、監査役へ報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの取締役ま

たは使用人に周知徹底する。

９. 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る

方針に関する事項

(1) 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い

等を請求したときは、その費用等が職務の執行について必要でないと

認められた場合を除き、当該費用または債務を処理する。

(2) 当社は、監査役が職務執行に必要であると判断した場合、弁護士、公

認会計士等の専門家に意見・アドバイスを依頼する等の必要な監査費

用を認める。
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10. 反社会的勢力排除に向けた体制

当社は、「コンプライアンス・ポリシー（企業行動憲章）」において、

反社会的勢力に対し断固とした姿勢で臨むことを掲げ、関係排除に取組

むものとする。

また、顧問弁護士や警察等の外部機関と連携し社内体制の整備を行うと

同時に、全役職員への啓蒙活動にも取組むものとする。

11. 財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法及び関連する法令を

遵守し、整備・評価・是正を行うことにより適正な内部統制システムを

構築する。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

① コンプライアンスに対する取組み

当社は、コンプライアンス委員会を定期的に開催し、問題の早期発見と

改善措置を実施しております。

内部監査室では、コンプライアンスを監査の重点項目とし、法令・定

款・社内規程等の遵守状況の監査に加え、会社の社会的責任の観点から

業務が適切になされているかについても確認しております。

② 財務報告に係る信頼性の確保に対する取組み

当社の内部監査室は、各部門に赴き、現状を把握するとともに業務プロ

セスのリスクやコントロールの見直しを行い、内部統制システムの質的

向上を図っております。また、財務報告の信頼性に及ぼす影響を鑑み、

策定した監査実施計画に基づき、内部統制の有効性の評価を実施してお

ります。

③ 監査役の監査体制

当社の監査役は、監査役会を定時及び臨時に開催し、情報交換を行って

おります。また、取締役会、経営会議等の重要な会議にはすべて出席

し、監査の実効性の向上を図っております。さらに会計監査人とも監査

結果の報告会等定期的に打合せを行っており、会社の内部統制に対して

十分な監視機能を有しております。
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Ⅱ. 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

１. 会社の支配に関する基本方針

上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引

が認められており、当社の株式に対する大規模買付提案またはこれに類

似する行為があった場合においても、一概に否定するものではなく、最

終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えま

す。

一方で、わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛

同を得ずに、一方的に大規模買付提案またはこれに類似する行為を強行

する動きが想定されます。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当

社の企業理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホル

ダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えており

ます。従いまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれ

のある不適切な大規模買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考

えます。

２．会社の支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、ワニのワンポイントで親しまれている「クロコダイル」を筆

頭に、カジュアルブランドを運営するアパレルメーカーです。1937年大

阪で創業した「盤若商店（ヤマト インターナショナルの前身）」は、

15人の従業員と10台のミシン、そして「より良い服を作ろう」という強

い意思から始まりました。「もの創りは、人創り」という理念を掲げ、

お客様に求められる上質な服を作り、作り手の技術を培い人を育て、お

客様に愛用され信頼を得る。その積み重ねで成長を遂げてまいりまし

た。

時代とともに人々の価値観や社会環境が変化していく中でも、顧客起

点でお客様に求められる

その時代のライフスタイルに相応しい「ものを創る」。

より良い服を作るために社員を育て「人を創る」。

お客様に愛用され信頼されお客様という「人を創る」。

創業当時の志を受け継ぎ、「ものを創り 人を創り お客様と共に心豊

かな毎日を創る」というミッションのもと、これからもお客様に求めら
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れるより良い服を誠意を込めて作り続けていきます。

基幹ブランドである「CROCODILE（クロコダイル）」は、1963年の発売

以来、半世紀以上にわたり愛され続ける当社のオリジナルブランドで

す。ライフスタイルテーマ「クロコダイルTrad2020」のもと、改めて原

点である「顧客起点」に立ち返り、ブランドコンセプトに基づいた既顧

客の満足度向上と活性化につながる商品の強みや付加価値を戦略的に構

築し、また潜在顧客が興味を持ち共感できる新しいスタイルを提案して

まいります。さらに商品・店・コミュニケーション等すべてにおいて一

貫性を保ち提供することで、お客様のブランドに対する認知・認識を深

め顧客を獲得し、事業の持続的成長を目指してまいります。

新規事業である「CITERA(シテラ)」は、“アクティブ・トランスファ

ー・ウェア”をテーマに、スタンダードなスタイルにテクノロジーを用

いた素材や機能を持たせ、都市内 都市間の移動を「より快適」で「よ

りスマート」にするフリクションレスで利便性の高い商品開発に注力す

るとともに、新しいファンクションやサービスへの投資を積極的に行う

ことで、更なる売上拡大を目指しております。

また、米国発アウトドアファッションブランド「Penfield(ペンフィ

ールド)」と、ハワイ発カジュアルサーフブランド「Lightning Bolt(ラ

イトニングボルト)」は、ブランド認知度と価値向上に注力し、ライセ

ンス事業の拡大を目指してまいります。

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置づけ、

事業の成長、資本効率の改善等による中長期的な株主価値・企業価値の

向上を目指してまいります。

３．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財

務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの概

要

当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事

業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして「当社

株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」

といいます。）を導入しております。

本プランでは、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為を行おうと

する者（以下「大規模買付者」といいます。）が、大規模買付行為実施

前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的なルール（以下「大規

模買付ルール」といいます。）を定めています。当社取締役会は、大規
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模買付者に対し、大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取

締役会に提供することを要請し、当該必要情報の提供完了後、大規模買

付行為の評価検討のための期間を設定し、当社取締役会としての意見形

成や必要に応じて代替案の立案を行い、公表することとします。従いま

して、大規模買付行為は、取締役会の評価検討の期間（対抗措置の発動

の是非に係る株主総会を開催する場合には、当該株主総会の開催に要す

る期間を含みます。）の経過後にのみ開始されるものとします。当社取

締役会は、大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守した場合には、原

則として対抗措置をとりません。他方、大規模買付者が、大規模買付ル

ールを遵守しなかった場合には、必要かつ相当な範囲内で、会社法その

他法律及び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗す

ることがあります。

本プランの有効期限は、2021年11月開催予定の当社第75回定時株主総

会の終結の時までとなっております。有効期間満了にあたり、本定時株

主総会において、継続することを株主の皆様にお諮りすることとしてお

ります。具体的内容は、招集ご通知に添付の株主総会参考書類13ページ

から32ページをご参照ください。

４．本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とする

ものではないことについての概要

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した

「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関

する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上

の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足

しています。

また経済産業省に設置された企業価値研究会が2008年６月30日に発

表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」

及び株式会社東京証券取引所が2015年６月１日に公表した「コーポレ

ートガバナンス・コード」（2021年６月11日に改訂）の「原則１－５

いわゆる買収防衛策」の内容も踏まえたものとなっております。

　　(2) 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株式に対する大規模買付行為等がなされた際に、

当該大規模買付行為等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あ
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るいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確

保し、株主の皆様のために大規模買付者等と交渉を行うこと等を可能

とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保

し、向上させるという目的をもって継続したものです。

(3) 合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充足され

なければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣

意的な発動を防止するための仕組みが確保されています。

(4) 独立性の高い社外者の判断を重視

本プランにおける対抗措置の発動等に際しては、独立している社外

者のみで構成される独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊

重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に

資するよう、本プランの透明な運用を担保するための手続きも確保さ

れています。

(5) 株主意思を反映するものであること

本プランは、定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、

継続されたものであり、その継続について、株主の皆様のご意向が反

映されております。また、本プラン継続後、有効期間中であっても、

当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合に

は、本プランはその時点で廃止されることになり、株主の皆様のご意

向が反映されます。

(6) デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社

取締役会により廃止することができるものとされており、当社の株式

を大量に買付けた者が、当社株主総会で取締役を指名し、かかる取締

役で構成される当社取締役会により、本プランを廃止することが可能

であり、デッドハンド型買収防衛策ではありません。また、当社の取

締役任期は１年であり、本プランはスローハンド型買収防衛策でもあ

りません。

（ 8 ）



連結株主資本等変動計算書 ( 2020年９月１日から
2021年８月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 4,917,652 4,988,692 5,856,433 △363,733 15,399,044

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △123,284 △123,284

親会社株主に帰属する当期純利益 30,649 30,649

自 己 株 式 の 取 得 △180 △180

株主資本以外の項目の当期変動額
（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － △92,634 △180 △92,815

当 期 末 残 高 4,917,652 4,988,692 5,763,798 △363,914 15,306,229

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 380,498 △1,616 21,634 400,516 15,799,561

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △123,284

親会社株主に帰属する当期純利益 30,649

自 己 株 式 の 取 得 △180

株主資本以外の項目の当期変動額
（ 純 額 ）

212,866 △1,087 29,093 240,871 240,871

当 期 変 動 額 合 計 212,866 △1,087 29,093 240,871 148,055

当 期 末 残 高 593,364 △2,703 50,727 641,388 15,947,617
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　連 結 注 記 表
＜連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞

１. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　1社

連結子会社の名称

ヤマト ファッションサービス株式会社

２. 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ 時価法

③ たな卸資産 主として総平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年12月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　３～47年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当連結会計年度

負担額を計上しております。

③ 返品調整引当金

商品及び製品の返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案し、将来の

返品に伴う損失予想額を計上しております。

④ ポイント引当金

ポイント制度に基づき顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当連結会計

年度末における将来利用見込額を計上しております。
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(4) 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振当

処理の要件を満たしている場合には振当処理、金利スワップ取引については、特例

処理の要件を満たしている場合には特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ. ヘッジ手段 為替予約

ヘッジ対象 外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ. ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金

③ ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限規程等を定めた社内管理規程に基づき、為替相場

変動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

外貨建予定取引に係る為替予約については、予定取引の主要な取引条件の予測可

能性及びその実行可能性を検討し、有効性の評価を行っております。

なお、振当処理によっている外貨建債権債務に係る為替予約は振当処理の要件を

満たしていることを、特例処理によっている金利スワップ取引は特例処理の要件を

満たしていることを確認しており、その判定をもって有効性の評価に代えておりま

す。

(6) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、発生年度において一括償却しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③ 未認識数理計算上の差異の会計処理方法

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるそ

の他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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＜表示方法の変更に関する注記＞

１．「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当

連結会計年度から適用し、連結注記表に＜重要な会計上の見積りに関する注記＞を記載して

おります。

＜重要な会計上の見積りに関する注記＞

１．固定資産の減損

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目で

あって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの

は、繊維製品製造販売業に属する有形固定資産2,925,963千円及び無形固定資産19,678千

円であります。

繊維製品製造販売業の資産グループにおいて２期連続の営業損失（本社費等配賦後）

を計上していることから固定資産の減損の兆候があると判断しましたが、当該資産グル

ープから得られる割引前将来キャッシュ・フロー及び主要な資産の正味売却価額に基づ

き見積もった割引前将来キャッシュ・フローの総額が、当該資産グループの帳簿価額を

上回っていたことから、減損損失を認識しておりません。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

減損損失の認識の判定における割引前将来キャッシュ・フローの算定は、取締役会に

おいて承認された事業計画に基づいております。また、新型コロナウイルス感染症の影

響が、翌連結会計年度にわたり継続するものと仮定して、当連結会計年度末時点で入手

可能な情報に基づき減損損失の計上要否の判断をしております。なお、減損損失の認識

の判定においては、将来キャッシュ・フローの見積額が変動することにより、翌連結会

計年度に重要な影響を与える可能性があります。
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２. 有形固定資産の減価償却累計額 7,145,849千円

（単位：株）

株式の種類
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数

発行済株式

普 通 株 式 21,302,936 － － 21,302,936

合 計 21,302,936 － － 21,302,936

自 己 株 式

普 通 株 式
（注）

755,453 534 － 755,987

合 計 755,453 534 － 755,987

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基 準 日 効 力 発 生 日

2020年11月20日
定時株主総会

普通株式 123,284千円 6円 2020年８月31日 2020年11月24日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配　当　額

基準日 効力発生日

2021年11月19日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 102,734千円 5円 2021年８月31日 2021年11月22日

＜連結貸借対照表に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

＜連結損益計算書に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項

（注）自己株式の増加534株は、単元未満株式の買取りによる増加534株であります。

３. 剰余金の配当に関する事項

(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項（予定）
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＜金融商品に関する注記＞

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、余剰資金については主として安全性の高い金融資産で運用しておりま

す。

　　また、運転資金については銀行及び生命保険会社からの借入により調達しております。

　　デリバティブ取引は後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行

っておりません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、主に公社債及び業務上の関係を有する企業の株式であ

り、発行体（取引先企業）の信用リスクや市場価格の変動リスクに晒されております。

差入保証金は、主に出店に係る賃貸借契約に基づく保証金であり、取引先の信用リスク

に晒されております。

営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、そのほとんどが６ヶ月以内の支

払期日であります。また、一部外貨建ての営業債務は為替リスクに晒されておりますが、

先物為替予約取引を利用してヘッジしております。

借入金は長期運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、このうち一部は金利の

変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘ

ッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ

を目的とした先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目

的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対

象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前述の「＜連結計算書類の作

成のための基本となる重要な事項に関する注記等＞３．会計方針に関する事項（5）重要

なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社グループは、売上債権に係る不測の損害が生じないよう、与信管理規程に与信限

度額及び回収の条件等を定めております。また、事業統括本部では、経理部より配布さ

れる滞留期間別売掛金管理表と営業部門より提出される滞留先報告書に基づき、月次会

で回収状況の確認及び指示を行っております。

運用目的の債券は、職務権限規程に従い個別に決裁を受ける体制となっており、格付

けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

デリバティブ取引の相手先は、信用度の高い金融機関に限定しているため信用リスク

はほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握

し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めたデリバティブ管理規程に

従い、実需の範囲内での取引を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部門からの報告に基づき経理部が月次で資金繰計画を作成・管理するとと

もに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金

(2）受取手形及び売掛金

(3）有価証券

(4）投資有価証券

(5）差入保証金

4,850,590

1,038,079

999,998

4,867,903

75,388

4,850,590

1,038,079

999,998

4,867,903

75,315

－

－

－

－

△73

資産計 11,831,960 11,831,887 △73

(1）支払手形及び買掛金

(2）電子記録債務

(3）長期借入金（※１)

610,674

2,441,172

618,213

610,674

2,441,172

619,146

－

－

933

負債計 3,670,060 3,670,993 933

 デリバティブ取引（※２) (2,703) (2,703) －

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあります。ま

た、後述の「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契

約額等につきましては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すもので

はありません。

２. 金融商品の時価等に関する事項

　2021年８月31日現在における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

には含めておりません。（(注２)をご参照ください。）

（単位：千円）

 (※１)１年内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。

 (※２)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については（ ）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　資産

　　(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金、(3）有価証券

　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

　　(4）投資有価証券

　　　　投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっており、債券その他

は取引所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。

　　(5）差入保証金

　　　　差入保証金の時価については、返還により発生する将来キャッシュ・フローを返

還の期間までに対応する無リスクの利率で割り引いた現在価値から貸倒見積高を控

除した価額によっております。
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ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（2021年８月31日）

契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

原則的処理方法 為替予約取引

買建

人民元 買掛金 179,558 － △2,625

米ドル 買掛金 14,514 － △77

為替予約の振当処理 為替予約取引

買建

人民元 買掛金 △155,976 － （注)２

合計 38,097 － －

　負債

　　(1）支払手形及び買掛金、(2）電子記録債務

　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

　　(3）長期借入金

　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定する方法によっております。

  デリバティブ取引

(1）ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　　　　該当事項はありません。

(2）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　①  通貨関連

　（注）１. 時価等の算定方法

　　　　　　取引先金融機関から提示された時価等に基づき算定しております。

２. 為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建金銭債権債

務と一体として処理されているため、その時価は、当該買掛金の時価に含めて

記載しております。
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ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（2021年８月31日）

契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 138,210 118,170 （注）支払固定・
受 取 変 動

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 5,400

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 4,850,590 － － －

受取手形及び売掛金 1,038,079 － － －

有価証券及び投資有価証券 999,998 300,000 300,000 2,500,000

合計 6,888,668 300,000 300,000 2,500,000

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

長期借入金 220,043 398,170 － － － －

② 金利関連

　（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載して

おります。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

　（注）差入保証金については返還期日を明確に把握できないため、償還予定額を記載して

おりません。

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

（単位：千円）
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退職給付債務の期首残高 980,706千円

勤務費用 41,011千円

利息費用 10,787千円

数理計算上の差異の発生額 △24,424千円

退職給付の支払額 △43,078千円

退職給付債務の期末残高 965,002千円

年金資産の期首残高 1,182,571千円

期待運用収益 23,651千円

数理計算上の差異の発生額 46,308千円

事業主からの拠出額 26,993千円

退職給付の支払額 △43,078千円

年金資産の期末残高 1,236,444千円

積立型制度の退職給付債務 965,002千円

年金資産 △1,236,444千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △271,442千円

退職給付に係る資産 △271,442千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △271,442千円

＜退職給付に関する注記＞

１. 採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付型の制度として、確定

給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。

なお、確定給付企業年金制度については、2011年１月１日より、従来の適格退職年金制度

から移行したものであり、すべて積立型制度であります。

上記以外に、従業員の退職等に際して、退職給付会計基準に準拠した数理計算による退職

給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

また、当社及び連結子会社は、2015年12月１日より、確定拠出年金制度を開始いたしまし

た。

２. 確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負

債及び退職給付に係る資産の調整表
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勤務費用 41,011千円

利息費用 10,787千円

期待運用収益 △23,651千円

数理計算上の差異の費用処理額 △28,811千円

確定給付制度に係る退職給付費用 △663千円

数理計算上の差異 △41,920千円

合　計 △41,920千円

未認識数理計算上の差異 72,424千円

合　計 72,424千円

債券 51.0％

株式 30.1％

一般勘定 1.3％

その他 17.6％

合　計 100.0％

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりでありま

す。

(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであり

ます。

(7) 年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分

と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮

しております。

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

割引率　　　　　　  1.1％

長期期待運用収益率  2.0％

予想昇給率　　　　  1.5％

一時金選択率　　　 95.0％

３. 確定拠出制度

当連結会計年度の確定拠出制度への拠出に係る費用認識額は、9,125千円であります。
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連結貸借対照表計上額 時価

3,712,915 5,402,559

１. １株当たり純資産額 776円16銭

２. １株当たり当期純利益 1円49銭

＜賃貸等不動産に関する注記＞

１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等を保有しております。

２. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり

ます。

２. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

価書に基づいて自社で算定した金額であります。

＜１株当たり情報に関する注記＞
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株主資本等変動計算書 ( 2020年９月１日から
2021年８月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

当 期 首 残 高 4,917,652 1,229,413 3,759,279 4,988,692

当 期 変 動 額

配当平均積立金の取崩

別 途 積 立 金 の 取 崩

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 損 失

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － －

当 期 末 残 高 4,917,652 1,229,413 3,759,279 4,988,692

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金
合 計配 当 平 均 積 立 金 別 途 積 立 金 繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 500,000 5,700,000 △557,609 5,642,390

当 期 変 動 額

配当平均積立金の取崩 △500,000 500,000 －

別 途 積 立 金 の 取 崩 △2,000,000 2,000,000 －

剰 余 金 の 配 当 △123,284 △123,284

当 期 純 損 失 △10,835 △10,835

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 △500,000 △2,000,000 2,365,879 △134,120

当 期 末 残 高 － 3,700,000 1,808,269 5,508,269

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本

合 計

その他有価証

券評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当 期 首 残 高 △363,733 15,185,001 380,498 △1,616 378,882 15,563,883

当 期 変 動 額

配当平均積立金の取崩 － －

別 途 積 立 金 の 取 崩 － －

剰 余 金 の 配 当 △123,284 △123,284

当 期 純 損 失 △10,835 △10,835

自 己 株 式 の 取 得 △180 △180 △180

株主資本以外の項目の当期変動額
( 純 額 )

212,866 △1,087 211,778 211,778

当 期 変 動 額 合 計 △180 △134,300 212,866 △1,087 211,778 77,477

当 期 末 残 高 △363,914 15,050,700 593,364 △2,703 590,660 15,641,361
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　個 別 注 記 表
＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年12月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　３～47年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用

　定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額

を計上しております。

(3) 返品調整引当金

　商品及び製品の返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案し、将来の返

品に伴う損失予想額を計上しております。

(4) ポイント引当金

　ポイント制度に基づき顧客に付与したポイントの利用に備えるため、当事業年度末

における将来利用見込額を計上しております。
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(5) 退職給付引当金（前払年金費用）

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、発生年度において一括償却しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。

なお、当事業年度末における年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等

を控除した額を超過する場合には、前払年金費用として「投資その他の資産」に計

上しております。

４. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

５. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については、振当処

理の要件を満たしている場合には振当処理、金利スワップ取引については、特例処理

の要件を満たしている場合には特例処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ. ヘッジ手段 為替予約

ヘッジ対象 外貨建債権債務及び外貨建予定取引

ｂ. ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金

(3) ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規程等を定めた社内管理規程に基づき、為替相場変

動リスク及び金利変動リスクをヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　外貨建予定取引に係る為替予約については、予定取引の主要な取引条件の予測可能

性及びその実行可能性を検討し、有効性の評価を行っております。

　なお、振当処理によっている外貨建債権債務に係る為替予約は振当処理の要件を満

たしていることを、特例処理によっている金利スワップ取引は特例処理の要件を満た

していることを確認しており、その判定をもって有効性の評価に代えております。

６. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(2) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけ

る会計処理の方法と異なっております。
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２. 関係会社に対する短期金銭債権 1,935千円

関係会社に対する短期金銭債務 38,387千円

３. 有形固定資産の減価償却累計額 7,145,438千円

業務委託費 439,593千円

営業取引以外の取引高 8,145千円

（単位：株）

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

自 己 株 式

普 通 株 式
（注）

755,453 534 － 755,987

合 計 755,453 534 － 755,987

＜表示方法の変更に関する注記＞

１．「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当

事業年度から適用し、個別注記表に＜重要な会計上の見積りに関する注記＞を記載しており

ます。

＜重要な会計上の見積りに関する注記＞

１．固定資産の減損

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、繊維製品製造販

売業に属する有形固定資産2,925,868千円及び無形固定資産19,678千円であります。

繊維製品製造販売業の資産グループにおいて２期連続の営業損失（本社費等配賦後）

を計上していることから固定資産の減損の兆候があると判断しましたが、当該資産グル

ープから得られる割引前将来キャッシュ・フロー及び主要な資産の正味売却価額に基づ

き見積もった割引前将来キャッシュ・フローの総額が、当該資産グループの帳簿価額を

上回っていたことから、減損損失を認識しておりません。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表の＜重要な会計上の見積りに関する注記＞に記載しております。

＜貸借対照表に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

＜損益計算書に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 関係会社との取引高

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 自己株式の種類及び総数に関する事項

（注）自己株式の増加534株は、単元未満株式の買取りによる増加534株であります。
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繰延税金資産

たな卸資産 19,688千円

投資有価証券 46,847千円

未払事業所税 6,318千円

未払事業税 7,958千円

未払費用 3,388千円

貸倒引当金 8,933千円

賞与引当金 21,724千円

返品調整引当金 2,448千円

ポイント引当金 1,839千円

長期未払金 2,386千円

電話加入権 3,135千円

減損損失 996,439千円

資産除去債務 17,708千円

繰越欠損金 349,919千円

その他 9,838千円

繰延税金資産小計 1,498,576千円

評価性引当額 △1,498,576千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 214,928千円

有形固定資産 2,364千円

前払年金費用 60,899千円

繰延税金負債合計 278,192千円

繰延税金資産（負債）の純額 △278,192千円

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 11.3％

住民税均等割 102.4％

評価性引当額 6.3％

その他 △1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 149.1％

１. １株当たり純資産額 761円25銭

２. １株当たり当期純損失 0円53銭

＜税効果会計に関する注記＞

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の主な差異原因別の内訳

＜１株当たり情報に関する注記＞
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